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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

令和07年01月21日(火)

令和9年度

■ □

0 0

教育施設課 担当係 施設整備係 管理番号 71211教育委員会所有建物営繕工事執行委任事務

みんなで創る協働のまち

行財政運営の推進

令和7年度

0

・（仮称）川本複合施設
建設工事・市民体育館解
体工事・花園学校給食セ
ンター解体工事　ほか

0

16,303,755

16,303,755.00

1.95

0

0

0

令和5年度 令和6年度

16,303,755

16,303,755.00

大項目

小項目

6

教育委員会所有施設の不具合箇所等について、各建物所管課からの依頼により調査を行い、営繕工事の必要性につい
て判断し助言を行う。その後、各課より執行委任を受けて営繕工事（設計、工事及び監理）を行うものである。

県支出金 0 0 0 0財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

0

教育委員会所管建物

事務事業

4

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0 0 0 0

0

0 0

区分

事務事業評価表
１．基本事項

2.45 1.95

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

施設を、利便性が高く安全・安心な建物とするため。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

各建物所管課より依頼を受け現地調査等を行い、営繕工事の必要性や概算工事費について調査する。その後、予算化
された事業について、各課より執行委任を受け、設計、工事及び監理などの営繕工事を行う。

成果
※何を求めるか

専門知識を有する課が事業を執行することで、営繕工事が適正かつ円滑に行われる。

中項目 2 将来に向けた持続可能なまちづくり

0

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

20,460,849 19,624,905

20,460,849.00 19,624,905.00

2.60

0事
業
費 地方債

年度別計画

0 0

0

決算額

国支出金

0

0

・（仮称）川本複合施設
建設工事・幼稚園こども
館複合施設設計（こども
館）・文化会館屋上防水
工事　ほか

・幼稚園こども館複合施
設建設工事（こども
館）・アドニス舞台機構
設備改修工事・文化会館
屋上防水工事ほか

0

0

作成日

細事業名

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

教育委員会所管建物調査業務

教育委員会所管建物工事及び監理業務

教育委員会所管建物設計業務

執行体制

項 目



件

12.00

各建物所管課からの依頼によるため、目標値を設定できない。　/　当該年度実績

　

令和
7年度

令和
8年度

21.00

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

各建物所管課からの依頼によるため、目標値を設定できない。　/　当該年度実績

執行委任に適切に対応する必要があるため、目標値を１００％に設定している。　/　工期内完了工事件数／委任件数

100.00 100.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 施設整備係長　小澤　啓

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

監理委託費を予算計上していた図書館防水工事監理業務、文化会館防水工
事監理業務、豊里公民館タイル工事監理業務、アドニス電気工作物工事監
理業務については専門業者に委託せず職員による直営監理としたが良好に
工事を完成させることができた。また、予算計上せずに旧煉瓦製造施設駐
車場整備工事設計業務、川本北小学校通級教室整備工事監理業務も直営で
完了させた。このように職員のスキルが向上しており効率的な事業が行う
ことができた。

A

A

執行依頼された案件については、全て工期内で完成（繰越事業については
予定進捗どおり）させることができ、担当課に引き渡しをすることができ
た。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 施設整備係長　小澤　啓

当課で業務量の調整が困難な執行委任事務であるが、執行依頼された案件
については現状の執行体制で全て引き受けることができた。（年度当初に
は予定になかった補正予算による川本北小学校通級教室整備工事の１案件
も含む。）

実績値の算出式

14.00 21.00

100.00

　

　

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

実績値

目標値

活動指標２

成果指標１

単
位

件

３．評価指標

評価評価の観点区分

100.00 100.00
％

目標値

実績値

区分

営繕執行委任件数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

営繕調査件数

契約工期内に完了した工事の
割合

目標値

実績値

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移

目標値の算定根拠/実績値の出所



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

施設整備係 管理番号

令和7年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

入札の不調不落の対策としては４週８休制度を導入することが有効であるため、全ての工事に対
して導入を検討していく。導入にあたっては工期が長くなることはもちろんであるが、それに伴
い工事費も上昇するため令和７年度当初予算の営繕調査時点から執行委任元に対して説明をして
いく必要がある。
また、施設の老朽化や公民館の指定管理者制度化に伴う整備により今後、大規模改修工事の件数
が増えることが見込まれるため対応できる体制づくりを検討する。

７．改善改革プラン・今後の課題

令和6年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

コロナ禍が明け民間工事が好調であることから建設会社は条件のよい仕事を選ぶようになってく
る。公共工事であっても従来の工期設定だと入札の不調不落が増えることが見込まれるため業界
の働き方改革もあり４週８休制度を試験に導入し、制度を検証することが必要である。

８．評価指標グラフ

現在も材料の納品遅れや物価上昇など建設業界の課題が続いているので、執行委任をする各所管
課には工期や予算に余裕をもって事業を計画するよう営繕調査、執行依頼時に説明していく。

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

執行委任事務については、執行依頼、営繕調査、事業量把握調査の年間の
ルーティンが確立しており、効率よく執行できているといえる。
教育委員会所有建築物の老朽化などから執行依頼の件数が増えていること
や、補正予算などの急を要する物件もあったが、全て対応できており現状
のまま継続していくことに差し支えない。

令和4年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

各所管課には工期をより確保してもらい早期発注に努めたことで、納品遅れの理由で年度内に完
了できなかったのは９月補正で予算化した川本北小学校通級教室整備工事の１件のみであり概ね
対策ができたと考えている。また、営繕調査においては将来の物価上昇を推測した予算額を提示
することにし、来年度の事業予算が不足しないように対応している。

評価者 課長　中島　武彦

評価の内容説明

71211事務事業 教育委員会所有建物営繕工事執行委任事務 担当課 教育施設課 担当係

区分 活動指標１ 指標名 営繕執行委任件数

区分 活動指標２ 指標名 営繕調査件数
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上記を実施するための具体的な取組内容は？


